
平成29年度　大磯町人口ビジョン・総合戦略評価シート

ＡＣＴＩＯＮ

町評価

指標 基準値 目標値 H28 H29 H30 H31 H32 評価 評価理由 今後の方針 評価 意見等 今後の方向性

数
値
目
標

入込観光客数
85.8万人

(H26)
100万人

以上
86.0万人 91.7万人

民間団体による観
光関連事業数

30回
(H27)

45回
以上

39回 45回 Ａ

　町内の名所に新たに設置した
オブジェを活用したオブジェめ
ぐりなど、観光関連事業数の増
加が見られる。

　引き続き、町民主導のイベン
ト実施に向けた支援を行う。

町有観光施設来場
者数

39,828人
(H27)

48,000人
以上

48,721人 56,731人 Ａ
　旧吉田茂邸の一般公開に伴
い、各施設ともに来場者数が増
加傾向にある。

　引き続き、指定管理者との連
携を密にし、施設の有効活用を
促進する。

事
業
２

大磯港みなとオア
シス事業による交
流の促進

◆みなとを通年で集い楽
しむ仕組みづくりの推進

大磯港県営駐車場
利用台数

73,863台
(H27)

81,000台
以上

・大磯港みなとオアシ
ス推進事業

- 87,285台 97,300台 Ａ

　順調に利用者が増加してい
る。 圏央道の開通効果などに
より、北関東方面からの来訪者
数が増加している。

　冬場の大磯港来場者数が少な
いため、魅力あるイベントの開
催を検討し、冬場の来場者数増
加に努める。また、大磯港賑わ
い交流施設の開設に向け、設計
等の準備を進めていく。

ポートハウスてる
がさき利用者数

18,566人
(H27)

20,000人
以上

26,395人 31,785人 Ａ

　指定管理者によるプール開設
期間の延長、物販の実施などの
自主事業により、利用の促進が
図られている。

　指定管理に移行し、２年目と
なる。昨年度事業実績を確認し
ながら、指定管理者と協議を行
い事業の拡大、集客増加に努め
る。

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ

戦略 要旨 方向性 重点事業 事業の概要
数値目標・KPI 実施状況等

（H29)
地方創生関
係交付金

数値目標・KPIの推移 担当課評価 審議会評価

戦
略
１
　
大
磯
へ
の
新
し
い
ひ
と
の
流
れ
を
つ
く
る

◆交流人口拡大を
基点とした大磯定
住への布石

　都心に近接しな
がら豊かな自然環
境や湘南発祥の地
として歴史的・文
化的に魅力ある地
域資源に恵まれて
いる大磯町は、交
流人口を拡大さ
せ、新たなひとの
流れを生み出す可
能性を備えていま
す。町の地域資源
を最大限活用し、
町外へ発信するこ
とで、大磯に憧
れ、訪れたくな
る、活気に満ち溢
れた地域を創出し
ます。
　また、県の新た
な観光の核づくり
プロジェクトと連
携しながら、大磯
の魅力を浸透さ
せ、来訪者、移住
希望者に選ばれる
まちづくりをめざ
します。

■大磯を訪れたい
交流人口の増加

■地域経済の活性
化を促進する交流
拠点の整備

■多様な来訪者の
交流を広げるネッ
トワークの構築

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

【評価理由】
○KPIの推移は良好
であり、重点事業
が順調に進捗して
いると考えられ
る。

【委員意見】
○旧吉田茂邸の一
般公開等の影響か
ら観光案内所を訪
れる人数も増加
し、町に関しての
問合せも多くなっ
た。
○町の良さを訪れ
る人に感じてもら
えるよう町の中を
周遊できるような
仕組みを作り、構
築することが大事
である。
○事業１～３を包
括する数値目標が
順調に推移してい
る、町の魅力を広
めるべく更なる検
討を行ってほし
い。

◆事業１から事業３
について、KPIの推移
は順調であり、数値
目標の順調な推移に
結びついていること
から、これまでの方
向性に沿って事業を
継続して実施してい
く。より町内を周遊
しやすい環境づくり
を構築するため、観
光サイン整備や、自
転車シェアリング事
業の推進を図り、訪
れた人により町の魅
力にふれてもらえる
よう取組みを進めて
いく。
◆町の魅力を発信で
きる施設となる、大
磯港賑わい交流施
設、明治記念大磯邸
園の整備が進められ
ているため、既存施
設と相互に連携を図
りながら相乗効果が
得られるよう事業を
推進していく。

事
業
１

地域資源を生かし
た観光の振興

◆「交流」「自然」
「食」「文化」を楽しむ
体験型プログラムの創出
◆観光環境の整備と地域
に対する愛着や誇りの心
の涵養

・新たな観光の核づく
り事業
・観光サイン・観光
マップ整備事業
・公園トイレ整備事業
・旧東海道松並木（大
磯高麗１号線））整備
事業
・（仮称）西久保休憩
施設整備事業

①
⑤

事
業
３

自転車ネットワー
クの整備

◆広域的自転車ネット
ワークの環境整備
◆来訪者の回遊性向上を
生み出す仕組みづくり

・大磯駅周辺安全・安
心にぎわい創出事業
・観光サイン・観光
マップ整備事業

②
⑤

地方創生関係交付金 

◆【H27】地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型） 

 ① － 邸園文化交流事業（活動団体への補助） 

 ② － 海浜・港湾エリアの特長を活かした地域活性化事業（レンタサイクル事業） 

 ③ － 中学校給食実施事業（一時保管施設整備、給食実施） 

 ④ － 子ども・子育て支援事業（保育士等の質向上支援、放課後子ども体験学習、幼保ふれあい交流、集団生活サポート、子ども発達相談） 

◆【H28】地方創生加速化交付金 

 ⑤ － 近現代の歴史舞台からの地域づくり事業（吉田茂展開催、ブランドメッセージ・大磯暮らし制作、自転車ルート整備） 

担当課評価 

Ａ － 順調に推移 

Ｂ － 一定の進捗がある 

Ｃ － 進捗は遅れている 

Ｄ － 進捗は大幅に遅れている  

審議会評価 

Ⅰ － 重点事業が順調に進捗しており、事業の効果が認められるため、重点事業を継続して実施する。 

   【重点事業の実施により、数値目標・KPIともに順調に推移している】 

Ⅱ － 概ね重点事業が順調に進捗しているが、一部の事業を改善する必要がある。 

   【重点事業の実施により、数値目標・KPIともに概ね順調に推移しているが、一部のKPIの進捗が遅れている】 

Ⅲ － 重点事業を実施したものの、十分な成果が得られておらず、一部の事業を見直す必要がある。 

   【重点事業は実施されているが、数値目標・KPIともに進捗が遅れている】 

Ⅳ － 重点事業のさらなる推進が必要である。 

   【重点事業の進捗が遅れている】 

Ⅴ － 達成状況を検証する数値目標を見直す必要がある。 

   【数値目標とKPIの関連性が低いなど、重点事業の進捗状況を適切に判断できない】  
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指標 基準値 目標値 H28 H29 H30 H31 H32 評価 評価理由 今後の方針 評価 意見等 今後の方向性

数
値
目
標

０歳～14歳の人口
割合

12.2%
(H26)

12.2%
以上

11.3% 11.3%

出生数
169人
(H26)

200人
以上

188 216 Ａ

　妊娠・出産・子育ての切れ
目ない支援を継続的に実施し
てきたことで、出生数は増加
傾向にある。

　引き続き、妊娠・出産・子
育ての切れ目ない支援をめざ
し、各種事業を継続して実施
するほか、子育て相談体制の
充実を図り、安心して子ども
を産み育てられる環境を整え
る。

子育て世帯のずっ
と・当分住み続け
たい意向

69.3%
(H26)

75.0%
以上

― ― Ａ

　「子ども笑顔かがやきプラ
ン」に基づき、各種施策がお
おむね順調に進捗しており、
子育て支援に係る環境が向上
してきている。

　引き続き、「子ども笑顔か
がやきプラン」に基づく取組
みを推進していく。

待機児童数
18人

(H27)
０人

18人 18人 Ｂ

　平成28年４月に私立幼保連
携型認定こども園あおばとを
１園、平成30年４月に公私連
携幼保連携型認定こども園サ
ンキッズ国府開園し、待機児
童解消を図った。

　保育ニーズの動向を注視し
た上で、既存施設での多様な
サービス展開（幼稚園・認定
こども園における預かり保育
の拡充）や、保育所・認定こ
ども園（保育部分）の利用定
員の見直し等を検討してい
く。

子育て支援セン
ター利用者数

14,330人
(H26)

18,500人
以上

17,612人 15,670人 Ｃ

　電子母子手帳アプリを活用
した情報発信など事業の周知
等に努めたが、目標値に比べ
ると若干の遅れがある。

　各種講座やイベント等を充
実させるとともに、積極的に
周知していく。また、東部子
育て支援センターの開設に向
け、建築等の準備を進めてい
く。

学童保育登録者数
151人
(H26)

183人
171人 205人 Ａ

　平成29年4月から保育料の改
定を行い、学童保育を利用す
る保護者負担の軽減を図っ
た。また、小学校の余裕教室
を活用しながら、学童施設の
スペースの確保を行い、学童
保育利用者が安心して楽しい
生活ができる環境を整備し
た。

　児童の情緒面や安全性を考
慮し、十分な生活の場を確保
することにより、今まで以上
に学童保育所を利用する児童
が安心して楽しい生活ができ
る環境を整えていく。

放課後子ども教室
登録者数

450人
(H26)

500人
466人 504人 Ａ

　年々増加傾向にあり、放課
後の学校施設を有効に活用
し、児童の安全・安心な居場
所を設け、異年齢や地域との
交流など様々な取り組みが実
施できている。

　放課後児童クラブと放課後
子ども教室との連携を図りな
がら、また、全ての児童が参
加することができる共通プロ
グラムなどを積極的に実施し
ていく。

各学校の教育用コ
ンピュータ数

40台
(H27)

80台
以上

40台 40台 Ｃ

　１クラス分の児童・生徒数
（最大40名）のコンピュータ
は確保できているが、その時
間に使えるクラスは校内で１
クラスに限られるため、授業
が重なった場合にはお互いの
調整が必要となる。

　国の目標値や県の平均を参
考に、コンピュータ室で使用
するパソコン以外にも、各教
室で使用できるタブレットＰ
Ｃ等の配備も視野に入れる
等、学校のＩＣＴ環境の充実
を検討していく。

英語指導助手数
２人

(H27)
３人

２人 ２人 Ｃ

　新学習指導要領が本格実施
となる平成32年度以降には、
小学校における外国語活動
（３・４年生）の実施や、外
国語科（５・６年生）の時間
数増となるため、現行の指導
助手2名体制だけでは難しい。

　平成30年・31年の移行期間
に加え、32年度からの本格実
施に向けて学校のニーズを把
握していく。

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ

戦略 要旨 方向性 重点事業 事業の概要
数値目標・KPI 実施状況等

（H29)

地方創生
関係交付

金

数値目標・KPIの推移 担当課評価 審議会評価

戦
略
２
　
大
磯
で
若
い
世
代
の
結
婚
・
出
産
・
子
育
て
の
希
望
を
か
な
え
る

◆若い世代の結
婚、出産、子育て
の希望を叶え、若
い世代に選ばれる
まちづくりの推進

　若い世代の結婚
や出産に対する価
値観の変化や雇用
形態の変革等によ
り、少子化、晩婚
化などの社会問題
が発生していま
す。安心して結
婚・出産・子育て
ができる環境を整
備するとともに、
しごとと子育ての
調和が取れ、大磯
に若い世代が住み
続けたくなるまち
づくりをめざしま
す。
　また、次世代を
担う子どもたちの
健やかで力強い成
長を実現するた
め、特色ある学校
教育ときめ細かな
支援を提供するこ
とで、若い世代に
選ばれるまちづく
りをめざします。

■安心して子ども
を産み育てやすい
環境の実現

■しごとと子育て
の調和を実現する
子育て支援サービ
スの充実

■心豊かに成長で
きる子どもたちの
育成

■社会で活躍でき
る子どもたちの育
成

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

【評価理由】
○担当課評価にＣ
評価がつくものが
あり、それぞれに
目標達成には費用
や労力が必要な問
題があるが、全体
として概ね順調に
進捗していると考
えられる。

【委員意見】
○KPIについて、事
業３のように達成
しても評価できな
い目標値が設定さ
れているものがあ
るように感じる。
指標変更する、も
しくは補助指標が
あるとよいと感じ
る。
○事業４のKPIの進
捗について教育用
コンピュータ整備
の方向性を定める
必要があり、英語
指導助手数の目標
未達成について
も、更に間口を広
げ募集する必要が
あると感じる。
○事業２の子育て
支援センターの利
用者数について
は、前年度比で減
少しているが、要
因として戦略４の
多世代による新た
なコミュニティの
創生により、町の
施設を利用せず子
育てをする世帯が
増えた可能性があ
り、確認が必要で
ある。

④

放課後の子ども健
全育成への支援

◆放課後の居場所づくり
の充実
◆地域の人材を生かした
子育て支援の推進

（認定事業なし） ④

◆事業１については、KPIが
順調な推移を見せており、
引き続き「子ども笑顔かが
やきプラン」に基づいて各
事業の推進を図っていく。
◆事業２については、子育
て支援総合センター開設当
初から東部地区においても
同様の施設の要望があり、
現在東部地区で行っている
「出張型のつどいの広場」
を（仮称）東部子育て支援
センターとして常設するこ
とで、「地域が支える子育
て環境づくり」という子ど
も笑顔かがやきプランの基
本目標をもとに、子育て支
援総合センター「めばえ」
と合わせた利用者増を図っ
ていく。
◆事業３については、ニー
ズの高まりから計画量を超
える希望者がいるが、受入
れ体制は確保できており、
引き続きニーズを満たせる
よう事業の推進をしてい
く。
◆事業４については、生徒
がコンピュータに接する機
会を増やす必要があるた
め、平成31年度について
は、小学校に各教室で使用
できるタブレットパソコン
を導入し、利用できる台数
を増やすことで、国の目標
である端末１台に対して生
徒３人という割合に近づけ
るよう整備をする。英語指
導助手数も新学習指導要領
にある外国語の授業時間数
の増加に対応できるよう、
募集の間口を広げ、事業促
進を図る。また、教育環境
の整備は、設備や人的配置
の面だけでなく、教職員へ
のICT機器活用に向けた研修
の実施や、身近に英語とふ
れあうための環境づくりを
進めるなど、ソフト面から
も向上させられるような取
組みも継続して進めてい
く。

事
業
１

妊娠・出産・子育
てに関する総合支
援の推進

◆妊娠・出産・医療体制
の確保と子育てに関する
支援体制の充実
◆東海大学医学部付属大
磯病院の産科再開をめざ
した取組み

（認定事業なし） -

事
業
２

ワークライフバラ
ンスを支援する保
育サービスの充実

◆ニーズに対応した多様
な保育サービスの充実
◆しごとと子育てを両立
できる支援体制の充実

・国府幼稚園統廃合
（私立認定こども園誘
致）事業
・（仮称）東部子育て
支援センター整備事業

事
業
４

時代の変化に対応
した教育環境の整
備

◆ＩＣＴ教育環境の整備
充実
◆グローバル化に対応す
る外国語教育の推進

・学校職員校務用コン
ピュータ整備事業
・学校図書館連携シス
テム整備事業

④

事
業
３

地方創生関係交付金 

◆【H27】地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型） 

 ① － 邸園文化交流事業（活動団体への補助） 

 ② － 海浜・港湾エリアの特長を活かした地域活性化事業（レンタサイクル事業） 

 ③ － 中学校給食実施事業（一時保管施設整備、給食実施） 

 ④ － 子ども・子育て支援事業（保育士等の質向上支援、放課後子ども体験学習、幼保ふれあい交流、集団生活サポート、子ども発達相談） 

◆【H28】地方創生加速化交付金 

 ⑤ － 近現代の歴史舞台からの地域づくり事業（吉田茂展開催、ブランドメッセージ・大磯暮らし制作、自転車ルート整備） 

担当課評価 

Ａ － 順調に推移 

Ｂ － 一定の進捗がある 

Ｃ － 進捗は遅れている 

Ｄ － 進捗は大幅に遅れている  

審議会評価 

Ⅰ － 重点事業が順調に進捗しており、事業の効果が認められるため、重点事業を継続して実施する。 

   【重点事業の実施により、数値目標・KPIともに順調に推移している】 

Ⅱ － 概ね重点事業が順調に進捗しているが、一部の事業を改善する必要がある。 

   【重点事業の実施により、数値目標・KPIともに概ね順調に推移しているが、一部のKPIの進捗が遅れている】 

Ⅲ － 重点事業を実施したものの、十分な成果が得られておらず、一部の事業を見直す必要がある。 

   【重点事業は実施されているが、数値目標・KPIともに進捗が遅れている】 

Ⅳ － 重点事業のさらなる推進が必要である。 

   【重点事業の進捗が遅れている】 

Ⅴ － 達成状況を検証する数値目標を見直す必要がある。 

   【数値目標とKPIの関連性が低いなど、重点事業の進捗状況を適切に判断できない】  

次回調査予定は、H30頃総計アンケート 
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平成29年度　大磯町人口ビジョン・総合戦略評価シート

ＡＣＴＩＯＮ

町評価

指標 基準値 目標値 H28 H29 H30 H31 H32 評価 評価理由 今後の方針 評価 意見等 今後の方向性

数
値
目
標

昼夜間人口比率
77.4%
(H22)

80.0%
以上

79.1%
(H27)

町内事業所数
1,192か所

（H27)
1,250か所

以上
1,139か所 1,066か所 Ｃ

　商工会及び金融機関との４
者連携協定を締結し、商品開
発などの取組みを実施した
が、後継者不足などにより、
事業所数は減少傾向にある。

　商工会や金融機関と連携
し、制度融資及び支援メ
ニュー等の周知・充実を図
る。

空き家利活用実績
の件数

０件
（H27)

５件
以上

０件 ２件 Ｂ

　空き家窓口が周知され、空
き家・空き店舗等の所有者か
らの問合せが増加傾向にあ
る。

　ホームページを更新し、協
定事業者等の発掘を行う。ま
た、空き家等対策協議会の立
ち上げ準備を行う。

認定農業者数
27人

（H27)
30人
以上

26人 17人 Ｃ

　新規就農者に対する認定制
度への説明や働きかけなどを
行い、認定に結びつく実績も
あるものの、高齢化等により
農業者が全体的に減少する
中、認定農業者数について
も、再認定を希望しない農業
者が増えるなど、減少傾向に
ある。

　引き続き新規就農者に対す
る認定への働きかけを行うと
ともに、認定農業者に対する
新たなインセンティブの付与
など、認定農業者の継続に対
する支援策の検討・導入を図
る。

年間新規就農者数
２件

（H27)
４件
以上

２件 ５件 Ａ

　神奈川農業アカデミーと連
携して、新規就農希望者を紹
介してもらうなど、昨年より
新規就農相談が増えており
（H28→２件、H29→７件）、
新規就農者も増加した。

　新規就農希望者の農地確保
が円滑に進むように、農業委
員会と協力して、農地情報の
整備や農地の集積・集約を促
進する。

新規就漁者数
０人

（H27)
３人
以上

０人 ０人 Ｃ

　漁業という参入要件や生業
の特殊性などから、新規希望
を一定数確保していくことが
難しい面もあるが、漁業法人
への就職という形態で新たに
漁業に従事する者が見込まれ
る状況となりつつある。

　漁業協同組合と連携し、新
規就漁に関するPRや支援策の
情報提供を行う。

町民一人１日当た
りのごみ排出量

895g
（H26)

882g
以下

959g 954g Ｂ

　ごみ減量に向けた普及啓発
活動により、減量化の取組み
の認知度が向上しており、直
近５か年において１人あたり
の排出量は減少傾向にある
が、台風等による海岸ごみが
増えたことなどにより、近年
は一時的な増加が見られる。

　おおいそ廃棄物減量化等推
進員と協働し、引き続き水切
りの徹底やマイバックの使
用、生ごみ処理容器の普及に
ついてイベントや広報紙で啓
発を行い、ごみの減量化を推
進する。

スマートエネル
ギー設備補助件数
累計

23件
（H26)

170件
以上

52件
(＋９件)

64件
(＋12件)

Ｂ
　年度により補助件数に増減
はみられるが、申請や問合せ
は一定数ある。

　スマートエネルギー設置導
入補助制度の促進を図りつ
つ、申請件数の実績から補助
内容の見直しの検討を行って
いく。

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ

戦略 要旨 方向性 重点事業 事業の概要
数値目標・KPI 実施状況等

（H29)

地方創生
関係交付

金

数値目標・KPIの推移 担当課評価 審議会評価

戦
略
３
　
大
磯
に
し
ご
と
を
つ
く
り
安
心
し
て
働
け
る
よ
う
に
す
る

◆持続可能な産業
基盤と安定した雇
用環境の構築

　社会経済情勢や
多様化する消費者
ニーズ等により、
地域の産業と雇用
状況は大きく変化
しています。地域
経済に活力をもた
らし、持続可能な
産業基盤を確立さ
せるため、新たな
産業を創出し、
「しごと」を生み
出すことで、新た
な雇用を促進し、
財政基盤が安定し
たまちづくりをめ
ざします。
　また、就業機会
の拡大により、若
い世代を引き付
け、安心して大磯
で働ける環境整備
と大磯で働くこと
を希望する意欲を
高めます。

■新たな地域産業
の育成に伴う地域
経済の活性化

■安定した雇用の
確保による地域経
済の活性化

■環境負荷の少な
い持続可能な社会
の創生

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

【評価理由】
○戦略３は本来最
も力を入れる必要
がある。KPIの進捗
は思わしくない
が、重点事業は実
施されており、Ｃ
評価の部分につい
て各担当課で厳し
い状況の中懸命に
取り組んでいると
感じる。事業継承
しやすい仕組みを
作り、需要と供給
のマッチングを工
夫する必要があ
る。
　
【委員意見】
○担当課評価でＣ
評価が多い中で、
今後の方針につい
て具体策が示され
ていない。関連す
る戦略と連携を図
り、取組み方の再
考が必要と感じ
る。
○KPIで町内事業者
数が減少している
が、町では個人商
店が多いため、親
族による継承にな
る場合が多い。現
役世代が自らの営
業方法の変更を嫌
い、継承候補者が
思い通りに事業展
開できず継承を断
念するケースも少
なくない。現役世
代の意識改革や、
事業承継のマッチ
ングを進める必要
があると感じる。
○町内事業者数に
ついて、高齢を理
由に廃業する事業
者により総事業者
数は減少している
が、商業者ではな
い大磯市の出展者
やデザイナーの若
い方が商工会に登
録するケースも増
えている。

-

事
業
１

地域産業ビジネス
に対する創業支援
の充実

◆地域の資源や人材が持
つノウハウを生かした産
業創出への支援

（認定事業なし） -

◆事業１については、「商
工業者等支援に向けた連携
と協力に関する協定」の枠
組みを通じ、産学と農商工
の連携による事業化の取組
みが進んでおり、今後も新
たな事業者支援策の検討を
進めていく。また、意欲あ
る事業者を支援する「小規
模事業者販路開拓支援補助
金」を整備するとともに、
支援体制の在り方なども含
め、中小事業者や小規模事
業者の持続的な発展に向
け、そのニーズに沿った支
援や経営基盤の強化の取組
みを進める。更に町の融資
制度の周知に努め、町内事
業者が活用しやすいよう制
度の見直しについても定期
的に行っていく。
◆事業２については、課題
解決に向けて、平成31年度
から認定農業者に対して町
の助成制度について、一部
の補助率を引き上げ、実費
負担を軽減し認定農業者に
なることの促進に繋がるよ
う、見直しを行う。また、
営農意欲向上のため、農業
委員会、県、近隣自治体、
農協と連携し、町外からの
新規就農者を取り込み、定
年帰農者へのサポートや、
100歳農業等、担い手不足の
解消を図っていく。
◆事業３については、緩や
かではあるがKPIは順調に推
移しており、各種イベント
等での３Ｒの推進にかかる
啓発活動、子ども向けの体
験型環境学習や、一般向け
の講演会の開催、太陽光発
電システムやエネファーム
などの住宅用スマートエネ
ルギー設備の導入に対する
補助事業を継続して行うな
ど、負担が少なく気軽に取
り組める内容を充実させ、
ごみの減量化及び省エネル
ギーや再生可能エネルギー
導入の利活用促進に繋げる
よう、継続して実施してい
く。

事
業
２

地域雇用の場の整
備と担い手の育成

◆地域雇用の場の創出
◆担い手となる新規就業
者、後継者への育成支援

（認定事業なし） -

事
業
３

持続可能な社会に
向けた事業の推進

◆３Ｒ（リデュース・リ
ユース・リサイクル）の
推進
◆省エネルギー、再生可
能エネルギーの利活用の
推進やエコビジネスの創
出に向けた支援

・（仮称）リサイクル
センター整備事業

地方創生関係交付金 

◆【H27】地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型） 

 ① － 邸園文化交流事業（活動団体への補助） 

 ② － 海浜・港湾エリアの特長を活かした地域活性化事業（レンタサイクル事業） 

 ③ － 中学校給食実施事業（一時保管施設整備、給食実施） 

 ④ － 子ども・子育て支援事業（保育士等の質向上支援、放課後子ども体験学習、幼保ふれあい交流、集団生活サポート、子ども発達相談） 

◆【H28】地方創生加速化交付金 

 ⑤ － 近現代の歴史舞台からの地域づくり事業（吉田茂展開催、ブランドメッセージ・大磯暮らし制作、自転車ルート整備） 

担当課評価 

Ａ － 順調に推移 

Ｂ － 一定の進捗がある 

Ｃ － 進捗は遅れている 

Ｄ － 進捗は大幅に遅れている  

審議会評価 

Ⅰ － 重点事業が順調に進捗しており、事業の効果が認められるため、重点事業を継続して実施する。 

   【重点事業の実施により、数値目標・KPIともに順調に推移している】 

Ⅱ － 概ね重点事業が順調に進捗しているが、一部の事業を改善する必要がある。 

   【重点事業の実施により、数値目標・KPIともに概ね順調に推移しているが、一部のKPIの進捗が遅れている】 

Ⅲ － 重点事業を実施したものの、十分な成果が得られておらず、一部の事業を見直す必要がある。 

   【重点事業は実施されているが、数値目標・KPIともに進捗が遅れている】 

Ⅳ － 重点事業のさらなる推進が必要である。 

   【重点事業の進捗が遅れている】 

Ⅴ － 達成状況を検証する数値目標を見直す必要がある。 

   【数値目標とKPIの関連性が低いなど、重点事業の進捗状況を適切に判断できない】  

次回調査予定は、H32国勢調査 
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平成29年度　大磯町人口ビジョン・総合戦略評価シート

ＡＣＴＩＯＮ

町評価

指標 基準値 目標値 H28 H29 H30 H31 H32 評価 評価理由 今後の方針 評価 意見等 今後の方向性

数
値
目
標

住み続けたい人の
割合

81.8%
（H26)

88.0%

町民活動団体数
（NPO登録団体数）

22団体
（H27)

30団体 23団体 24団体 Ｂ
　町民活動に関する情報提供や
支援を行い、団体数は増加して
いる。

　町民活動の拠点場所を整理す
る。

町民活動推進補助
金申請数

６件
（H27)

※１件辞退

10件 ５件 ７件 Ｂ
　H29年度は７件の申請があ
り、件数が伸びている。

　募集要領をわかりやすくし、
今後も継続して予算を確保し、
事業を実施する。

ロコモティブシン
ドロームの予防行
動実施率(60～75
歳)

25.2%
（H26)

50.0% 37.8% - Ｂ

　ロコモティブシンドロームの
予防について、おあしす24健康
おおいぞ、介護予防事業等に取
り入れており、実施率が向上し
ている。

　産官学連携による４年計画で
進めているロコミル、アンチロ
コモ教室を継続して実施する。
また、平成30年度が計画の最終
年度となるため、これまでの実
績をもとに平成31年度の取組み
内容を検討する。

消防団員充足率
96.0%

（H27)
100.0% 95.0% 96.7% Ｂ

　現在、団員の充足率は、ほぼ
変わらないが、女性を含めた団
員の募集とともに消防団活動の
状況を広報誌等に掲載し、消防
団員の入団促進を行った。

　今後もイベントや広報誌等を
活用して団員募集や地区長への
募集依頼等、積極的な団員募集
を行っていく。

防災訓練参加率
57.0%

（H27)
80.0% 67.0% 88.3% Ａ

　安否確認訓練を継続的に実施
することで、参加率の向上が図
られた。

　安否確認訓練の住民周知の徹
底及び訓練継続性を維持する。

交通空白地域の解
消（か所数）

０か所
（H27）

２か所 １か所 １か所 Ｂ
　西小磯東区の一部地域に乗合
タクシーの本格運行を開始し
た。

　実証運行の結果から本格運行
へと移行した。今後、アンケー
ト調査を実施し利便性の向上を
図る。

町内８河川の平均
BOD値

3.8㎎/ℓ
（H26)

3.2㎎/ℓ 3.6mg/ℓ 3.5mg/ℓ Ｂ

　合併処理浄化槽への転換補
助、下水道普及率の向上によ
り、水質に改善が見られる。継
続的な調査により、町内の状況
を把握できている。

　前年度同様、調査を行ってい
くとともに合併処理浄化槽への
転換や下水道への接続替えに向
けて普及啓発を行う。

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ

戦略 要旨 方向性 重点事業 事業の概要
数値目標・KPI 実施状況等

（H29)
地方創生関
係交付金

数値目標・KPIの推移 担当課評価 審議会評価

戦
略
４
　
大
磯
の
地
域
が
連
携
し
あ
い
安
全
・
安
心
な
く
ら
し
を
つ
く
る

◆地域の連携を強
く結ぶコミュニ
ティの創生と安
全・安心なくらし
の実現

　核家族化や高齢
化の進行等によ
り、地域のコミュ
ニティが衰退し、
地域社会での人の
つながりが希薄化
しています。住み
慣れた地域で安心
して自分らしく暮
らせるように、多
世代が連携した新
たな地域コミュニ
ティを創出し、い
きいきと活躍でき
るまちづくりをめ
ざします。
また、安全・安心
に暮らせる社会を
作るため、地域と
地域のつながりを
強くする社会基盤
を確立します。

■地域のコミュニ
ティを再構築し誰
もがいきいきと暮
らせる社会の創生

■健やかに安心し
て生活できるくら
しの実現

■地域全体で取り
組む安全・安心な
まちづくりの推進

■誰もが安心して
快適に暮らせる生
活環境の実現

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

【評価理由】
○重点事業の実施
により、KPIの達成
に向けて概ね順調
に推移している。

【委員意見】
○コミュニティの
創生は団体数のみ
ではなく、幅広い
分野別でのコミュ
ニティづくりがな
され、推進される
ものであると考え
る。適正な活動状
況、コミュニティ
づくりの様子がわ
かるような補助指
標が必要と考え
る。
○消防団員充足率
については、平成
29年度で消防団員
の任期が終了する
団員が多く、平成
30年度現在では
90％前後となって
いる。充足率を回
復させる取組みと
して、女性消防団
員を募集してお
り、女性消防団員
の加入も増え、成
果がでている。

-

（認定事業なし）

◆地域全体でライフス
テージに適した健康づく
りの推進
◆地域医療、救急医療体
制の確保

健康なくらしのサ
ポートの充実

事
業
２

◆事業１について
は、指標値が向上
しつつあるだけで
なく、市民活動団
体の新規登録数が
増加しているな
ど、地域のコミュ
ニティ活動は活性
化していると考察
でき、引き続き、
これまでの方向性
に沿って事業を継
続して実施してい
く。
◆事業２、事業４
については、KPIの
推移は概ね順調に
推移しており、こ
れまでの方向性に
沿って事業を継続
して実施してい
く。
◆事業３の消防団
員充足率について
は、既に若い世代
や家族連れが集ま
るイベント、町広
報やホームページ
にて団員を募集し
ている。任期満了
に伴い、団員数が
減少した平成30年
度当初と比べると
確実に団員数は増
加しており、成果
は現れつつある。
各主体が円滑に活
動できるよう、支
援や連携を図って
いく。

事
業
１

多世代による新た
なコミュニティの
創生

◆地域で暮らす人のつな
がりを生かしたコミュニ
ティビジネスの創出
◆地域主体のまちづくり
活動の促進

・茶屋町会館整備事業 -

事
業
３

地域防災体制の強
化

◆消防団を中核とした地
域防災力の向上
◆自助、共助による地域
防災活動への取組みの推
進

・消防車両更新事業
（常備）

事
業
４

生活環境の改善整
備

◆地域公共交通機関の利
便性向上の推進
◆水質保全に向けた生活
排水対策の推進

・交通空白地域解消事
業
・大磯駅周辺安全・安
心にぎわい創出事業
・公共下水道整備事業
・公共下水道維持管理
事業

-

-

地方創生関係交付金 

◆【H27】地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型） 

 ① － 邸園文化交流事業（活動団体への補助） 

 ② － 海浜・港湾エリアの特長を活かした地域活性化事業（レンタサイクル事業） 

 ③ － 中学校給食実施事業（一時保管施設整備、給食実施） 

 ④ － 子ども・子育て支援事業（保育士等の質向上支援、放課後子ども体験学習、幼保ふれあい交流、集団生活サポート、子ども発達相談） 

◆【H28】地方創生加速化交付金 

 ⑤ － 近現代の歴史舞台からの地域づくり事業（吉田茂展開催、ブランドメッセージ・大磯暮らし制作、自転車ルート整備） 

担当課評価 

Ａ － 順調に推移 

Ｂ － 一定の進捗がある 

Ｃ － 進捗は遅れている 

Ｄ － 進捗は大幅に遅れている  

審議会評価 

Ⅰ － 重点事業が順調に進捗しており、事業の効果が認められるため、重点事業を継続して実施する。 

   【重点事業の実施により、数値目標・KPIともに順調に推移している】 

Ⅱ － 概ね重点事業が順調に進捗しているが、一部の事業を改善する必要がある。 

   【重点事業の実施により、数値目標・KPIともに概ね順調に推移しているが、一部のKPIの進捗が遅れている】 

Ⅲ － 重点事業を実施したものの、十分な成果が得られておらず、一部の事業を見直す必要がある。 

   【重点事業は実施されているが、数値目標・KPIともに進捗が遅れている】 

Ⅳ － 重点事業のさらなる推進が必要である。 

   【重点事業の進捗が遅れている】 

Ⅴ － 達成状況を検証する数値目標を見直す必要がある。 

   【数値目標とKPIの関連性が低いなど、重点事業の進捗状況を適切に判断できない】  

次回調査予定は、 

H30頃総計アンケート 

次回調査予定は、 

H33頃健康づくりアンケート 
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